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「税理士と成年後見制度」

　　　　　　　　　　　　　　田添　正寿 

　9.地域福祉権利擁護事業
　①地域福祉権利擁護事業とは

　地域福祉権利擁護事業は、痴呆性高齢者、知的障害者、精神障害者等が、地域でできる限り自立した生活をしていくために、最低限必要なものとして、福祉サービスの利用援助やそれに付随した日常的な金銭管理等の援助を利用しやすい仕組みで行うものである。援助は、本人またはその代理人が社会福祉協議会等の実施主体と契約を結ぶことにより行われる。この制度は、平成11年9月に制定された地域福祉権利擁護事業実施要綱に基づき行われるもので、すでに東京都の「ステップ」や大阪府の「あいあいネット」、神奈川県横浜市の「横浜生活あんしんセンター」が先進事例となって各都道府県社会福祉協議会等が行っている。これは、援助の範囲を福祉サービスの利用援助等、日常生活に不可欠な範囲に限定していくことにより、本人が契約を結ぶ場合に必要とされる判断能力も一定の程度であれば契約の有効性に関する問題が生じないような仕組みとすることに特徴がある。
　援助の対象となるのは、ⅰ福祉サービスを利用しまたは利用をやめるために必要な手続、ⅱ福祉サービスの利用料を支払う手続、ⅲ福祉サービスについての苦情解決制度を利用する手続、日常金銭管理については、ⅳ年金及び福祉手当の受領に必要な手続、ⅴ医療費を支払う手続、ⅵ税金や社会保険料、公共料金を支払う手続、ⅶ日用品等の代金を支払う手続、また、ⅷこれらに伴って預金の払戻し、預金の解約、預金の預け入れの手続といった事項になる。入所施設の利用等居所の変更を伴う契約の代理は、生活に及ぼす影響が大きいことから援助の対象からは除かれている。
　なお、援助に要する費用については、利用者の自己負担が原則とされているが、負担額として比較的低廉な金額が設定されているほか、生活保護の受給者に対しては公費による援助がなされることになっている。ちなみに、神奈川県横浜市の「横浜生活あんしんセンター」における利用料は、財産保全サービスが年間3,000円、定期訪問・金銭管理サービスが月5,000円程度となっている。
　②成年後見制度と地域福祉権利擁護事業との違い

　成年後見制度が、財産管理および身上監護に関する契約等の法律行為全般を行う仕組みであるのに対して、地域福祉権利擁護事業は利用者ができる限り地域で自立した生活を継続していくために必要なものとして、福祉サービスの利用援助やこれに付随した日常的な金銭管理を行うことを目的に具体的な相談援助体制の整備を図るところに特徴がある。したがって、専門員や生活支援員の役割は、本人が自分にとって最もふさわしいサービスを選択し、そのサービスを最大限活用できるよう助言し、手続きの援助を行うことであり、本人に代わって判断したり、専門員や生活支援員が必要だと考えるサービスであっても本人の意に沿わないことを強制するものではない。このため、本人が助言や援助を受けても自分の意思を決定できないか、決定された意思に従って援助を行うことが明らかに本人の利益にかなわないと考えられる場合には、必要に応じて他の有効な援助手段を活用する必要があることになる。本人が判断能力を欠き、契約を締結できない場合には、成年後見制度により選任された成年後見人等の間で契約を締結する必要がある。また、不動産の売買等重要な法律行為が必要となる等、地域福祉権利擁護制度による援助内容のみでは本人に対する十分な援助が完結できない場合等、本人の判断能力の程度や必要とされる援助の内容に応じて、成年後見制度を利用していくことになる。
　つまり、成年後見制度はあくまで契約等の取引関係において、私法的な規律を通じて判断能力の不十分な者に一定の保護を与えようとするものであり、福祉立法そのものではない。また、成年後見制度の対象者は、一定の要件を満たす判断能力が不十分なものに限られ、それを利用するには家庭裁判所への手続きが必要になるほか、一定のコストがかかる。その意味では、高齢者・障害者の生活支援・権利擁護の問題をすべて成年後見制度で処理するというのは困難であり、現実的ではない。そのため、福祉の分野で地方自治体が中心となって権利擁護に関する相談事業、財産保全・管理サービスを行う事業として創立されたのである。

　③生活支援員の代理権の根拠
　日常的な金銭援助にあたっては、社会福祉協議会等の実施主体と本人またはその代理人との間であらかじめ契約を締結し、福祉サービスの利用料、公共料金等の支払手続きやそのために必要となる預貯金の払戻し、解約、預入手続についての代理権を授与することとしている。生活支援員は、実施主体である社会福祉協議会等と雇用関係にある者であり、代理権限を有する社会福祉協議会等の履行補助者として、金銭管理の事務を行うことになる。代理権を授与されることとなる預金取引について取引金融機関に代理人届を提出する等の方法により、事務を円滑に進めることとされている。
　④地域福祉権利擁護事業の監督体制

　地域福祉権利擁護事業においては、適正な運営の確保のために監督システムがある。まず、利用者がこの事業を利用するために市区町村社会福祉協議会と契約を締結する必要がある。この契約締結が有効かつ適切になされているか否かを審査、監督するために、都道府県社会福祉協議会に第三者的機関として契約締結審査会が置かれる。そして、利用者に対する具体的な支援は生活支援員が行うが、この生活支援員の支援活動が適切に行われているか否かは、第一次的には市区町村社会福祉協議会の専門員が監督する。その上で、この生活支援員の活動を含めた事業全体の運営を監視するために、都道府県社会福祉協議会に第三者的機関である運営適正化委員会の運営監視合議体が設置され、監督することとなっている。なお、運営適正化委員会は、弁護士等の法律専門家、公認会計士・税理士等の会計専門家、医師等の医療専門家、社会福祉士・精神保健福祉士等の福祉専門家及び障害者・高齢者の当事者団体等の代表を含めた5人以上で構成される合議体である。
　⑤税理士の判断
　今後、税理士が成年後見制度の担い手となっていく場合、本人にとって裁判所等への手続きと一定の費用のかかる後見制度を利用すべきなのか、あるいは日常的な金銭管理の手助けのみを必要とされていてある程度判断能力のある方の支援については地域福祉権利擁護事業で十分であるのか判断を迫られることとなる。成年後見制度は、従来の禁治産制度の抜本的改正により利用者の方のプライバシーを保護したり、手数を少なくしたりと使い勝手のよい制度となっている。しかしながら、判断能力がある程度ある方であれば、福祉的な支援措置である地域福祉権利擁護事業による支援で十分な場合がある。これはあくまで公的支援であるため、利用者の自己負担も少なくてすむ。われわれ税理士としての専門家が携わるであろう支援を必要とされている方は、不動産の売買や管理といった法的要素を含んだ支援、あるいは判断能力が欠如しているために地域福祉権利擁護事業の代理権だけでは支援が不十分であるといった場合の支援といったことになるであろう。こういったことから、本当に支援を必要とされている方の判断能力および必要とされている支援の範囲を考慮したうえでどちらの支援方法を採用していくのか見極めていくことも重要になってくるであろう。
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